
令和７年度（２０２５年度）第１回東海市協働推進体制づくり検討委員会 次第 

 

日 時  令和７年（２０２５年）５月２９日（木） 

午後２時 

場 所  東海市立市民活動センター 大会議室Ａ  

 

１ 開会 

 

２ 報告  

  令和６年度（２０２４年度）第３回及び令和７年度（２０２５年度）第１回東海

市協働推進体制づくり庁内検討会議について 

 

３ 議題 

 東海市の多様な主体による協働のあり方について（案）【別紙１】 

 東海市ＮＰＯと行政の協働指針 とうかい協働ルールブック２００６の一部

改訂について（案）【別紙２】 

 

４ 意見交換 

本市における更なる協働推進に向けた取組みの充実と組織風土の醸成について 

【別紙３】 

 

５ その他 

令和７年度（２０２５年度）第２回東海市協働推進体制づくり検討委員会の開 

催予定 

  令和７年（２０２５年）８月６日（水）午前１０時から正午まで 

市民活動センター 大会議室 A 

 

６ 閉会 



【別紙１】 

東海市の多様な主体による協働のあり方について（案） 

 

１ 概要 

  令和６年度（２０２４年度）・令和７年度（２０２５年度）における東海

市協働推進体制づくり検討委員会及び同庁内検討会議、ワークショップ等

における検討結果を本市における今後の「多様な主体による協働のあり方」

として、取りまとめる。 

 

２ 取りまとめ主体 

  計画や指針として取りまとめるものではなく、「あり方」としての提言

とするものであり、取りまとめ主体は東海市協働推進体制づくり検討委員

会とする。 

 

３ あり方（案）の概要 

  別添のとおり。 

   ※ 内容については、引き続き検討を行う。 

 

 



























































































































































【別紙２】 

東海市ＮＰＯと行政の協働指針 とうかい協働ルールブック２００６の

一部改訂について（案） 

 

１ 概要 

  多様な主体による協働の推進を図るにあたっての指針とするため及び

本指針の改訂に関する規定等を踏まえ、一部改訂する。 

 

２ 一部改訂の方向性 

  原則 

   本指針は、ＮＰＯ等（ボランティアグループ・任意団体及び地縁組織

（コミュニティ、町内会・自治会など））と行政が協働を進めていくうえ

でお互いに守るべきルールを定めることによって市民に責任のもてる

効果的な協働を実現することを目的としており、現在においても不変的

な要素が多くあることから、大幅な改訂は行わず、ポイントを絞った改

訂を行う。 

  改訂のポイント 

  ア 多様な主体による協働の推進を念頭に置いた改訂 

  イ 時代の変化に伴う用語の改訂 

  ウ 本市の取り組み等の時点変化に伴う改訂 

  

３ 改訂に関する規定（抜粋） 

３ 本ルールブックの役割 

(5) 改訂 

このルールブックは、ＮＰＯと行政が定期的な協議や検討による改善を加え、

ＮＰＯと行政で育てていくべきものです。 

頻繁な改訂は望ましいとはいえませんが、ＮＰＯ又は行政のどちらかからの提

案があった場合は、改訂を検討することが必要です。 

 

 

 



【別紙２】 

４ 改訂に伴うＮＰＯ等からの意見聴取 

  改訂案について、東海市協働推進体制づくり検討委員会及び同庁内検討

会議での検討を経て、庁内事務手続きの後、市民活動センター登録団体及

び市内ＮＰＯへ期間を設けて意見を聴取する。 

   



 
 

市民協働を庁内で推進及び組織風土を醸成するための仕組みに関する参考事例案 

１．協働推進担当職員等の配置 

自治体名 担当課名 内容 参考資料 等 

四日市市 各課（全庁的） 各課へ協働推進担当職員を配置し、連携・相談体制を構

築のうえ、これらの職員を介して市と市民活動団体をつ

ないでいる。 

第２次四日市市市民協働促進計画 

 

半田市 市民協働課 過去に、各課への「協働推進担当者」の配置や、各課等の

課長級での会議体の設置等をしていたが、現在では、い

ずれも実施していない。 

現在は、協働推進ネットワークを設置し、主査になる前の

職員を対象とし、 協働について理解を深めるためのＮＰ

Ｏ実践者による講話等の研修を実施している。 

－ 

 

大府市 市民協働課 新規採用職員を市民活動団体の活動場所へ派遣する研

修を実施することで、日々の実際の活動に参加すること

で、まちづくりに関わるプレイヤーと新たな関係性を構築

し、地域に飛び出す意識の醸成と、広い視野を持ち外か

ら学び取れる職員の養成を目指す。 

（新規採用職員後期研修の一環として令和７年度９月に

実施予定） 

－ 

 

２．委員会等の定期開催 

自治体名 担当課名 内容 参考資料 等 

安城市 市民協働課 第３次市民協働推進計画に位置づけられている「アクショ

ンプラン」の進捗状況を第三者的な視点から確認する観

点から、「安城市市民協働推進会議」に年次報告を行って

いる。この会議は、公募による市民、学識経験を有する者

等の１５名以内の委員によって構成される。 

第３次安城市市民協働推進計画 

 

別紙３ 



 
 

半田市 市民協働課 市民チャレンジ協働プラン推進委員会を開催し、令和４年

３月に策定した「半田市市民チャレンジ協働プラン」に基

づく協働推進のための協働事業評価の仕組みや、総合計

画で掲げたチャレンジ 2030 の取組について協働の視

点から市民等と行政がともに考えアイデアを出し合う仕

組みを構築した。 

－ 

 

 


